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平成 30年度障害福祉サービス等報酬改定等に係る届出について 

 

 報酬改定又は平均利用者数等の平成 29 年度実績により，加算に変更が生じる事業所は，

下記により届出を行います。 

 

1 届出の流れについて 

 3月 19日（月）事前確認表の提出締切 

         →変更届及び申請が必要な事項について事前に把握するためのもの。 

          システムには反映されません。 

3月 22日（木） 報酬改定に伴う告示の公布（予定） 

3月下旬     関係通知，Q＆A発出予定 

 

 4月 13日（金）変更届の提出締切 午後 5時必着 

         →加算の体制などに変更があった場合は，提出する必要があります。 

          システムに反映されます。 

 

 4 月 27 日（金）4 月中に届出がされた新規の加算については，4 月 1 日に遡っての算定

が可能な取扱いとなります。 

 

2 具体的な報酬請求の時期について 

 （１）4月 13日（金）までに届出を行った場合 

   4月分の基本給付費及び加算（新設されたもの含む）は 5月に請求可能です。 

 

 （２）4月 27日（金）までに届出を行った場合 

   4月分の基本給付費及び加算（新設されたもの含む）は 6月に請求可能です。 

   5月分の基本給付費及び加算は通常通り請求可能です。ただし，特例が適用されるた

め，4月分については過誤調整し，請求を行います。 

 

 （３）5月 1日付けで加算の体制などに変更を行う場合 

   通常通り届出を行う必要があります。4月 13日（金）（必着）までに変更届を提出す

ると，5月分から算定が可能になります。 
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「指定障害福祉サービス事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例」等の 

一部改正について（平成 30年 4月 1日施行） 

宮城県障害福祉課 

 

 障害者総合支援法・児童福祉法において，障害福祉サービス事業等の基準については，厚生労働省令

に従って，県条例で定めることとされています。この度，国の制度改正に伴い下記の省令が改正された

ので，対応する県条例も改正されました。 

 なお，省令の改正内容は本県の実情等に照らしても妥当であるため，県条例の改正内容は省令改正の

内容と同一となっています。 

 

 
省令 条例 

① 障害者の日常生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人

員，設備及び運営に関する基準（平成 18年厚生

労働省令第 171号） 

指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及

び運営に関する基準等を定める条例（平成 24年

宮城県条例第 95号） 

② 障害者の日常生活を総合的に支援するための法

律に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運

営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 174

号） 

障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する

基準を定める条例（平成 24 年宮城県条例第 97

号） 

③ 障害者の日常生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定障害者支援施設等の人員，設備

及び運営に関する基準（平成 18年厚生労働省令

第 172号） 

指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関

する基準等を定める条例(平成 24 年宮城県条例

第 96号) 

 

④ 児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人

員，設備及び運営に関する基準（平成 24年厚生

労働省令第 15号） 

指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に

関する基準等を定める条例（平成 24年宮城県条

例第 93号） 

⑤ 児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人

員、設備及び運営に関する基準（平成 24年厚生

労働省令第 16号） 

指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に

関する基準等を定める条例（平成 24年宮城県条

例第 94号） 

⑥ 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭

和 23年厚生省令第 63号） 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定

める条例（平成 24年宮城県条例第 91号） 
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（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改正条例一覧 

対象 サービス 指定あり（指定基準条例） 指定なし（最低基準条例） 

障害者 

向け 

通所※ 

①指定障害福祉サービスの事業等の人

員、設備及び運営に関する基準等を定

める条例 

②障害福祉サービス事業の設備及び運

営に関する基準を定める条例 

入所※ 
③指定障害者支援施設の人員、設備及

び運営に関する基準等を定める条例 （今回の改正対象外） 

障害児 

向け 

入所 
④指定通所支援の事業等の人員、設備

及び運営に関する基準等を定める条例 

⑥児童福祉施設の設備及び運営に関す

る基準を定める条例 

 

（障害児入所施設及び児童発達支援セ

ンターの最低基準条例） 
通所 

⑤指定障害児入所施設等の人員、設備

及び運営に関する基準等を定める条例 

 ※ 「入所」……施設に入所する障害児者に対して行われるサービス。 

「通所」……上記入所サービス以外のサービス。訪問系サービス，日中活動サービス等。 

条例名冒頭の「指定」の有無とは 

○「指定」の付かない条例 

     事業所等の最低限の基準を定める条例。この基準を満たした法人等は，県に届け出ること

で施設を運営することが可能（ただし，公的支援（介護給付費等）なし）。 

○「指定」の付く条例 

事業所等の設置運営に当たって，公的支援（介護給付費等）を受けるための「指定」を受

けるための基準を定める条例。上記の「『指定』の付かない条例」で定める基準も併せて満

たす必要がある。 

    

 

 



事 務 連 絡  

平成 30 年２月 28 日  

 

  都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉担当課 御中 

  中 核 市  

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部   

障害福祉課就労支援係  

 

就労定着支援の実施について 

 

 障害福祉行政の推進につきまして、日頃より御尽力をいただき厚く御礼申し上げ

ます。 

 就労定着支援については、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律及び児童福祉法の一部を改正する法律（平成 28年法律第 65号）が平成 28

年６月３日に公布されるとともに、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関

する基準等の一部を改正する省令（平成 30年厚生労働省令第２号）が平成 30年１

月 18日に公布され、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成

18年厚生労働省令第 171号。以下「指定基準」という。）の一部改正が、平成 30

年４月１日から施行されます。 

 現在、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平

成 18年厚生労働省令第 19号）（以下「改正法施行規則」という。）の一部改正、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福

祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成 18年厚生労働省告示第 523号）の一部改正については、パブリックコメント

手続き中となりますが、今般、就労定着支援の施行準備を円滑に進めるため、下記

のとおり、就労定着支援に係る指定基準等の解釈、指定に係る留意点などをお示し

しますので、平成 30年４月施行に向けて準備を進めていただくようお願いします。 

 

記 

 

１ 就労定着支援の指定基準等の解釈について 

（１）就労定着支援の趣旨（指定基準第 206条の２に係る取扱い） 

   就労定着支援については、生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続

支援（以下「就労移行支援等」という。）の利用を経て、通常の事業所に新た
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に雇用され、就労移行支援等の職場定着の義務・努力義務である６月を経過し

た後、引き続き就労の継続を図るために、企業、障害福祉サービス事業者、医

療機関等との連絡調整や就労に伴い生じた生活面の課題解決等に向けて必要な

支援を行う障害福祉サービスとして、平成 30年４月から創設される。 

職場での就労定着は、障害者が自立した日常生活又は社会生活を営む上で大

変重要であるだけでなく、共生社会の実現に資するものであることから、就労

移行支援等の利用を希望して一般就労を目指す障害者には、市町村又は相談支

援員から、あらかじめ就労定着支援サービスのことを説明し利用していただく

ことを促すようにしていくことが重要である。 

また、就労定着支援は通常の事業所で雇用された障害者を対象に行う障害福

祉サービスであることから、就労定着支援事業者は障害者の雇用の促進等に関

する法律（昭和 35年法律第 123号）（以下「障害者雇用促進法」という。）の

基本理念についても理解した上で、適切なサービスを提供することが望ましい。 

障害者雇用促進法第４条の基本理念において、「障害者である労働者は、職

業に従事する者としての自覚を持ち、自ら進んで、その能力の開発及び向上を

図り、有為な職業人として自立するように努めなければならない」と定められ

ている。また、同法第５条では事業主の責務として、「すべて事業主は、障害

者の雇用に関し、社会連帯の理念に基づき、障害者である労働者が有為な職業

人として自立しようとする努力に対して協力する責務を有するものであって、

その有する能力を正当に評価し、適当な雇用の場を与えるとともに適正な雇用

管理を行うことによりその雇用の安定を図るように努めなければならない」と

定められている。 

これらを踏まえ、就労定着支援の個別支援計画においては、障害者の職業人

としての自立に関する課題及び事業主による適正な雇用管理の実施に関する課

題を明確にした上で、課題を解決するための具体的な支援方針・内容を整理し、

計画的に支援に取り組むことが重要である。 

 

（２）就労定着支援に係る支給決定の取扱い 

就労定着支援は、就労移行支援等の事業所による６月以上の職場定着支援の

義務等があることを踏まえ、新たに通常の事業所に雇用されてから６月経過後

の障害者が利用する障害福祉サービスとなる。 

厚生労働省が実施した平成 27年度障害者支援状況等調査研究事業「障害者の

就労の支援の在り方に関する調査」（平成 28年３月みずほ情報総研株式会社）

では、「就職した障害者本人に課題解決が必要であることの理解を得ること」

が困難な事項として掲げられている。このため、就労定着支援については、職

場定着を推進していく観点から暫定支給決定を経ないで利用できるサービスと

するが、障害者本人が利用を拒む場合以外は、職場定着支援が途切れないよう

に就職後７月目から確実に支援を受けられるように支給決定を行う必要がある。 
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なお、就労定着支援事業所の指定を新たに受けた事業所においては、一体的

に運営する就労移行支援等を受けた後に就労し、就労を継続している期間が６

月以上３年６月未満の障害者が利用対象者になるが、その場合の利用期間は、

３年６月から就労継続期間を除いた期間とする。 

 

（３）従業者の員数（指定基準第 206条の３に係る取扱い） 

   従業者の配置は、前年度の平均の利用者の数に応じて配置することになるが、

新規に指定を受ける場合の就労定着支援の利用者の数は、新設の時点から６月

未満の間は、便宜上、一体的に運営する就労移行支援等を受けた後に就労し、

就労を継続している期間が６月に達した者の数の過去３年間の総数の 70％を

利用者の数とし、新設の時点から６月以上１年未満の間は、直近の６月におけ

る全利用者の延べ数を６で除して得た数とする。 

   例えば、平成 30年４月から新規に指定就労定着支援事業を実施する場合の利

用者の数は、平成 27年度、平成 28年度、平成 29年度のそれぞれの年度におい

て、就労移行支援等を受けた後に就労し、就労継続している期間が６月に達し

た者の数をそれぞれの年度で合計した総数に 70％を乗じて得た数とする。 

   ただし、これらにより難い合理的な理由がある場合には、他の適切な方法に

より利用者の数を推定するものとする。 

 

（４）就労定着支援事業者の実施主体（指定基準第 206条の７に係る取扱い） 

就労定着支援事業者は、就労移行支援等に係る指定障害福祉サービス事業者

であって、過去３年間において平均１人以上通常の事業所に新たに障害者を雇

用させている場合に、実施主体としての要件を満たすこととなり、就労定着支

援の事業者指定は事業所単位で実施することとなる。 

また、就労移行支援等の事業運営が３年に満たない場合であっても、就労移

行支援等の利用を経て通常の事業所に雇用された者が３人以上いる場合には、

就労定着支援の実施主体としての要件を満たすこととする。 

なお、当該指定は次期更新の際まで有効なものであり、就労定着支援の指定

を受けた後の毎年この要件を満たすことが必要となるものではなく、指定の更

新の際に、当該就労定着支援事業所が指定基準を満たしているかどうかを確認

すれば足りる。 

 

（５）関係機関との連絡調整及び連携（指定基準第 206条の８第１項に係る取扱い） 

  就労定着支援の実施にあたっては、利用者の就労の継続を図るため指定障害

福祉サービス事業等や医療機関等との支援機関と連絡調整および連携を行うこ

ととしている。就労定着支援事業者は、利用者に関わる他の支援機関を主体的

に把握して適宜情報共有し、就労継続に向けた支援について方向性の摺り合わ

せや役割分担を行うなど、地域における支援機関間のネットワークを構築して
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支援を行うことが望ましい。 

なお、他の支援機関との情報共有等にあたっては、予め書面にて利用者の同

意を得るなどの適切な手続きを経ることに留意すること。 

また、就労定着支援の支給決定期間は最大３年間となるが、就労定着支援事

業所自らの判断により、支給決定期間終了後も本人の希望に応じて支援を継続

することを妨げるものではない。ただし、支援を終了する場合においては、本

人の希望や状況、事業主の状況等に応じて支援の継続が必要な場合は障害者就

業・生活支援センターや地方自治体が設置する就労支援機関等（以下「障害者

就業・生活支援センター等」という。）に適切に引き継ぐこと。この場合には、

円滑な引継ぎのため支援終了前から、本人や事業主の状況等に応じて障害者就

業・生活支援センター等の支援機関に利用者の支援に必要な情報を本人の了解

の下で伝達することが必要であり、支援終了後においても支援機関から障害者

の職場定着のための必要な協力が求められた場合には、協力して支援を行うよ

う努めなければならない。 

 

（６）支援内容（指定基準第 206条の８第２項に係る取扱い） 

   利用者に対する職場への定着のための支援については、利用者との対面によ

る支援を月１回以上行うことを要件としており、本人の状況を把握する中で、

職業生活上の課題が生じた場合には、本人に代わって就労定着支援員が課題を

解決するだけではなく、本人自らが課題解決のスキルを徐々に習得できるよう

になることを目的に支援することが必要である。 

利用者を雇用する事業主に対しては、月１回以上の訪問による支援を努力義

務としている。利用者の中には、障害を開示せずに就職する場合があり、就労

定着支援員が事業主に接触できない場合もあるため努力義務としたところであ

る。しかしながら、就労定着支援においては、利用者を雇用する事業主に対し

て障害特性について理解を促し、特性に応じた適切な雇用管理ノウハウを付与

するための支援を実施することも求められるため、障害非開示での就職のよう

な、特段の合理的な理由がある場合を除いては、月１回以上の事業主の訪問を

可能な限り行うことが求められる。 

なお、利用者との対面による支援を月１回以上行わない場合には、当該利用

者に対する当該月の就労定着支援の基本報酬は算定できないこととなるので留

意すること。 

 

（７）記録の整備（指定基準第 206条の 11第２項第１号に係る取扱い） 

就労定着支援事業者は、利用者の他の支援機関の利用状況を把握した場合や、

他の支援機関と情報共有した場合は、これらの利用状況や連携状況をケース記

録等に整備すること。 
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（８）サービス提供拒否の禁止（指定基準第 206条の 12で準用する指定基準第 11

条に係る取扱い） 

就労定着支援については、当該就労定着支援事業所の定着率に応じて基本報

酬が決定されるものであるため、定着率の増加は事業所にとっての重要課題と

なる。しかし、定着率を高めるために、利用者を選別することは認められず、

就労定着支援の利用を希望する障害者に対しては、原則として応じなければな

らない。 

なお、正当な理由がなく、就労定着支援の提供を拒む場合は、指定基準第 11

条の趣旨に反していることから、指定権者として、勧告、命令の措置を講じ、

指定の取り消しや停止を検討することが必要であるとともに、障害者に対し指

定就労定着支援に係る支給決定を行う際には、サービス提供拒否の禁止の規定

があることを十分に周知し、サービス利用を拒否された場合の連絡先を開示す

るなど、違反があったことを確実に把握できるよう工夫することが重要である

ことに留意すること。 

 

２ 就労定着支援と連携すべき就労支援機関との関係について 

（１）地域障害者職業センターとの関係 

障害者雇用促進法第 19条に規定される地域障害者職業センター（以下「地域

センター」という。）では、関係機関に対する助言・援助の業務（以下「助言・

援助業務」という。）を実施している。就労定着支援の提供にあたり、地域セン

ターの障害者職業カウンセラーによる専門的な助言・援助を受けることが必要

であると考える場合には、当該障害者、事業主及び支援の状況等について連絡

し、必要な助言等を求めることが望ましい。 

   また、地域センターが実施する職場適応援助者による支援事業との関係につ

いては、以下に示すところによるが、職場適応援助者による支援は地域センタ

ーが作成又は承認する支援計画に基づき実施されるものであることから、就労

定着支援の利用者に対して職場適応援助者による支援が必要と考える場合は、

事前に地域センターとよく相談することが求められる。また、職場適応援助者

による支援を行う場合には、地域センターとの相談・調整の後、就労定着支援

に係る個別支援計画に位置づけることが必要である。 

① 訪問型職場適応援助者養成研修の受講及び訪問型職場適応援助者の配置に

ついて 

就労定着支援事業者は、広範囲にわたる障害特性（精神障害、発達障害、

高次脳機能障害等）の理解や企業に対する支援ノウハウ（職務遂行能力向上、

職務再設計、雇用管理上の助言等）を十分に有した上で、適切な支援を行う

ことが求められるが、その実施に当たっては、就労定着支援員に独立行政法

人高齢・障害・求職者雇用支援機構又は厚生労働大臣が指定した民間の研修

機関が実施する訪問型職場適応援助者養成研修を受講させることが有効と考
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えられることから、就労定着支援に係る報酬の加算として職場適応援助者養

成研修修了者配置体制加算を設けることとしている。  

ただし、当該養成研修は例年受講希望者が多く、申込者数が受け入れ可能

人数を大幅に超過している実態もあるため、地域によっては希望があっても

研修を受講することができない場合があることに留意されたい。 

なお、訪問型職場適応援助者養成研修を修了した者を、就労定着支援事業

者が訪問型職場適応援助者として配置するにあたっては、指定基準に定める

人員配置基準を満たしていることが必要であり、サービス提供の職務に従事

しない時間帯に、その職員が訪問型職場適応援助者の業務に従事することは

可能である。 

一方、就労定着支援事業所又は当該就労定着支援事業所を運営する同一の

法人内の他の事業所（指定就労定着支援事業所以外の就労移行支援等事業所

を含む。）に配置されている訪問型職場適応援助者が、就労定着支援の利用者

に対して支援を実施し、雇用安定助成金（障害者職場適応援助コース）（以下

「助成金」という。）の申請を行う場合は、当該申請に係る援助を行った利用

者に対する当該月の自立支援給付費は支給されないこととする予定であるの

で留意されたい。 

② 自法人に訪問型職場適応援助者の配置がない就労定着支援事業所と地域セ

ンターとの協同支援について 

自法人に訪問型職場適応援助者が配置されていない場合で、就労定着支援

員だけでは支援が困難な事例（対象者が初めての障害種別である、初めての

復職支援事例である等のため支援ノウハウが不十分等）がある場合には、就

労定着支援事業所から地域センターに、助言・援助業務における職場適応援

助に係る協同支援（配置型職場適応援助者が就労定着支援員と協同で支援す

ることをいう。）を要請し、定着支援のためのノウハウの提供を受けること

も有効である。 

ただし、就労定着支援利用者及び事業主へのサービス提供主体は就労定着

支援事業者であり、責任をもって支援に取り組むことが求められることから、

いつまでも協同支援に頼るのではなく、自施設又は自法人内に訪問型職場適

応援助者を配置し、必要に応じて当該訪問型職場適応援助者が就労定着支援

員と連携して支援を実施できるようになることが望ましい。このため、就労

定着支援員と配置型職場適応援助者との協同支援を実施できる期間は、就労

定着支援事業者が新規に指定を受けてから３年が経過するまでとする。 

③ 自法人に訪問型職場適応援助者の配置がある就労定着支援事業所と地域

センターとの協同支援について 

自法人に訪問型職場適応援助者が配置されている場合であっても、当該訪

問型職場適応援助者だけでは支援が困難な事例（対象者が初めての障害種別

である、初めての復職支援事例である等のため支援ノウハウが不十分等）が
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ある場合には、自法人の訪問型職場適応援助者から地域センターに協同支援

を要請し、職場適応援助のためのノウハウの提供を受けることも有効である。 

ただし、あくまでも就労定着支援事業者が、責任をもって支援に取り組む

ことが求められることから、積極的に自施設内でのノウハウ蓄積やスキル向

上に努め、就労定着支援員と自法人の訪問型職場適応援助者が連携して、就

労定着支援サービスを提供できるようになることが望ましい。 

また、この場合に自法人の訪問型職場適応援助者が、就労定着支援の利用

者に対して支援を実施し、雇用安定助成金（障害者職場適応援助コース）（以

下「助成金）という。）の申請を行う場合は、当該申請に係る援助を行った利

用者に対する当該月の自立支援給付費は支給されないこととする予定である

ので留意されたい。 

 

（２）障害者就業・生活支援センターとの連携 

障害者雇用促進法第 27条に規定される障害者就業・生活支援センター（以下

「支援センター」という。）においては、障害者の就業面および生活面に関す

る一体的な支援を実施しており就労定着支援と機能が重複することから、就労

定着支援の利用期間中は、利用者が雇用されることに伴い生じる日常生活又は

社会生活を営む上での各般の問題に関する相談、指導及び助言等の支援を就労

定着支援事業所が主体的に行うことが求められる。 

ただし、以下に掲げる事項については、支援センターの協力を得ることは妨

げないが、実施する支援内容は、個別支援計画に位置づけた上で実施すること。 

① 利用者及び事業主への対応に係る助言・援助 

就労定着支援事業者が、サービスの提供にあたり、広範囲にわたる障害特

性（精神障害、発達障害、高次脳機能障害等）の理解や企業に対する支援ノ

ウハウ（職務遂行能力向上、職務再設計、雇用管理上の助言等）について十

分に習得していないため、支援センターのノウハウが必要である場合、その

他、自立支援協議会で協議した結果、支援センターからのノウハウ提供が必

要と認められた場合においては、就労定着支援事業者から支援センターに利

用者や事業主の情報を連絡し、必要な助言・援助を求めること。 

② チーム支援における連携 

利用者が、ハローワークが実施するチーム支援の対象となっており、当該

就労定着支援事業者と支援センターが構成員となっている場合には、利用者

及び事業主に対して連携して支援すること。 

③ 集団による交流機会等への参加 

    支援センターが実施する在職者の交流会や勉強会、レクリエーション等の

集団プログラムであって、利用者にとって参加することが有意義なものでは

あるが、就労定着支援事業者が同様のプログラムを提供できない場合に、支

援センターの集団プログラムに就労定着支援の利用者が参加すること。 
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④ 就労定着支援のサービス提供終了後の支援センターへの引き継ぎ 

就労定着支援の支給決定期間は最大３年間となるが、就労定着支援事業所

自らの判断により、支給決定期間終了後も本人の希望に応じて支援を継続す

ることを妨げるものではない。ただし、支援を終了する場合においては、本

人の希望や状況、事業主の状況等に応じて支援の継続が必要な場合は支援セ

ンターに適切に引き継ぐこと。この場合には、円滑な引継ぎのため支援終了

前から、本人や事業主の状況等に応じて支援センターが必要な支援を効果的

に行うことができるよう、利用者が抱える課題や支援を行う上で必要な情報

を本人の了解を得た上で、伝達するとともに、引継の頻度や方法等（利用者

との面談に支援センターが同席する等）を工夫し、必要な支援が切れ目なく

継続するよう留意すること。 

また、支援終了後においても支援センターから障害者の職場定着のための

必要な協力が求められた場合には、協力して支援を行うよう努めることが求

められ、就労定着実績体制加算はこの支援を実施することを促すために設け

ることとしていることに留意すること。 

 

３ 指定に係る留意点について 

（１）就労定着支援に係る指定の申請等について 

  ① 就労定着支援に係る指定を受ける際は、現在以下に掲げる事項を記載した

申請書又は書類を提出することを予定していることから、準備を進めていた

だきたい。（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

施行規則（平成 18年厚生労働省令第 19号）の一部改正はパブリックコメン

ト後公布） 

一 事業所の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年

月日、住所及び職名 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

四 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等 

五 指定を受けようとする事業者が提供する指定障害福祉サービスの種類並

びに当該事業所の名称及び所在地 

六 事業所の平面図 

七 利用者の推定数 

八 事業所の管理者及びサービス管理責任者の氏名、生年月日、住所及び

経歴 

九 運営規程 

十 利用者又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要 

十一 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

十二 当該申請に係る事業に係る資産の状況 
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十三 当該申請に係る事業に係る訓練等給付費の請求に関する事項 

十四 誓約書 

十五 役員の氏名、生年月日及び住所 

十六 その他指定に関し必要と認める事項 

 ② 就労定着支援の指定申請に係る様式については、別添の様式を参考に準備

していただきたい。なお、改正法施行規則の施行前においても就労定着支援

に係る申請書の提出は行うことができることとしている。 

 

（２）新規指定の際の報酬区分等について 

  ① 新規指定の際の報酬区分について 

就労定着支援については、就労定着率に応じて基本報酬を算定する仕組み

となり、就労定着率は、過去３年間に就労定着支援を受けた総利用者数のう

ち前年度末において就労が継続している者の数の割合から算出することとし

ている。 

    ただし、新規指定の場合においては、一体的に運営する就労移行支援等に

おける過去３年間の就職者の総数のうち前年度末において就労が継続してい

る者の数の割合から算出することとする。 

    例えば、平成 30年４月１日から就労移行支援と一体的に就労定着支援を実

施する場合の就労定着率に関しては、平成 27年度、平成 28年度、平成 29

年度に就労移行支援を受けた後に一般就労した者の総数のうち、平成 29年度

末においても就労が継続している者の割合を算出することとなる。 

  ② 就労移行支援における就労定着支援体制加算と就労定着支援について 

    就労移行支援における就労定着支援体制加算については、就労定着支援が

平成 30年４月から創設されることに伴い廃止する。ただし、平成 30年４月

から就労定着支援を利用する障害者は、既に通常の事業所に雇用されている

ことから、新サービスである就労定着支援の説明や新たな支給決定事務も生

じるため、平成 30年９月 30日までは、就労定着支援サービス費の算定に代

えて就労定着支援体制加算を算定することも可能としている。 

就労定着支援の指定により事業を開始する時期については、各事業所の判

断に委ねることになるが、就労定着支援の指定日以降は、就労移行支援の就

労定着支援体制加算は算定できないことに留意すること。 
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「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サ

ービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令案」に対して

寄せられたご意見について 

 

 

 

平 成 3 0 年 １ 月 1 8 日 

厚生労働省  社会・援護局 

障 害 保 健 福 祉 部 

 

 

厚生労働省では、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ

く指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省

令案」について、平成 29 年 12月 12日から平成 30年１月 10日までご意見を募集したとこ

ろ、計 154通のご意見をいただきました。 

お寄せいただいたご意見とそれに対する当省の考え方について、別紙のとおり取りまとめ

ましたので、公表いたします。 

 取りまとめの都合上、いただいたご意見は、適宜要約しております。また、パブリックコ

メントの対象となる事項についてのみ考え方を示させていただきます。 

ご意見をお寄せいただきました皆様に御礼申し上げます。 
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（別紙） 

１．障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福

祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準 

ご意見の内容 ご意見等に対する考え方 

（１）自立訓練関係 

自立訓練の対象者について、障害種別を問わ

ないものにするとしているが、これだとどのよ

うな者が対象となるか分からないので、対象者

を障害者手帳所持者及び難病患者と明記してほ

しい。 

 今回の改正により、自立訓練として実施する機

能訓練及び生活訓練については、障害者総合支援

法の規定に基づき、障害種別によらず、同法に規

定されている障害者が自立訓練の対象者となりま

す。 

（２）就労定着支援関係  

指定就労移行支援等の指定障害福祉サービス

と指定就労定着支援を同一事業所で行うことを

考えているが、就労定着支援のために新たな区

画を設置するに当たり、面積が一定以上となっ

た場合、建築基準法上の「建物の用途変更」を

求められる場合がある。ただ、賃貸の場合は用

途変更が容易でない場合が多いので、何らかの

措置をしてほしい。 

 指定就労移行支援等の指定障害福祉サービスと

指定就労定着支援を同一事業所で行う場合、就労

定着支援専用の新たな区画を設置することは求め

ず、指定就労定着支援事業所の設備や備品等は、

同一事業所で行う指定障害福祉サービス事業所の

設備や備品等を使用することが可能な取扱いとす

ることとしています。 

利用者それぞれで様々なケースがあるため、

「雇用した事業主への訪問を月１回以上行うこ

と」等の定型的な支援だけでなく、様々なケー

スに対応できる柔軟な運用をしてほしい。 

 月に１回以上の利用者との面談等は、サービス

内容の最低限度の要件として定めているものであ

り、実際には利用者の必要性に応じて柔軟に支援

を行っていただくことになります。なお、事業所

への訪問については努力義務として規定すること

としています。 

就労定着支援の利用を希望する方が、スムー

ズに手続ができるよう、制度の周知をしっかり

行ってほしい。また、利用料が発生するとサー

ビスの利用を遠慮する方がいる可能性があるた

め、利用者に新たな負担が発生しないような配

慮をしてほしい。 

就労定着支援は、他の障害福祉サービスと同様

に、本人及び配偶者の所得に応じて利用料が発生

するものであり、低所得者には負担軽減措置を講

じています。また、いただいた御意見も踏まえな

がら、就労定着支援の意義等の周知を図っていき

ます。 

過去に障害福祉サービスを利用して就職した

者が、就労定着支援を受けるために、サービス

利用計画案の作成を希望することで、当該計画

案の作成希望数が増加することが予想される。

その場合、実際の計画作成がサービス利用希望

に間に合わないことがないように、セルフプラ

平成 30 年４月から就労定着支援の利用を希望

する方に対して、柔軟な取扱いを検討していきま

す。 
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2 

 

ンを可能にするなど柔軟な措置を図るよう自治

体に周知してほしい。 

これまでどおり、障害福祉サービス事業所を

経由して就職した場合は出身事業所、そうでな

い場合は、障害者就業・生活支援センターが支

援を担うべきである。就労定着支援の対象者と

受給要件、就労移行支援事業所との住み分けを

どうするのか。 

過去３年間において平均１人以上、一般就労させ

ている生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労

継続支援事業所が就労定着支援事業を実施するこ

ととし、いただいた御意見を踏まえ、出身事業所に

おいても就労定着支援を行うべきであることを規

定上明確化し、基本的にはこれまでどおり出身事業

所に定着支援を行っていただきます。一方、これら

の事業所を経由せずに就職した場合は、障害者就

業・生活支援センター等に定着支援を行っていただ

きます。 

また、就労移行支援は利用者の特性等に応じて一

般就労を目指すものである一方、就労定着支援は、

生活介護等の障害福祉サービスの利用を経て既に

一般就労している障害者に対して、一般就労後の支

援を実施するものです。 

サービス管理責任者と就労定着支援員は兼任

可能か。 

就労定着支援に携わるサービス管理責任者につ

いては、利用者が 60 人までの場合は、就労定着支

援の指定を受ける生活介護、自立訓練、就労移行支

援及び就労継続支援事業所に既に配置されている

サービス管理責任者が担うことが可能です。ただ

し、サービス管理責任者の１人以上は常勤・専従で

ある必要があり、この常勤・専従で配置するサービ

ス管理責任者については、他の障害福祉サービスと

同様に職種間の兼務は認められないため、就労支援

定着支援員との兼務はできません。 

なお、就労定着支援も含め一体的に支援する利用

者数が 60人を超える場合には、新たにサービス管

理責任者を配置する必要がありますが、このサービ

ス管理責任者の配置については、常勤配置や常勤換

算員数での配置を求めていないため、就労定着支援

員と兼務することは可能です。 

利用者数が変動しやすい性質や通所支援に対

して平均的な支援量が少ない性質を考慮し、１

名のサービス管理責任者が担当できる上限人数

について、60名以上を可としていただきたい。 

就労定着支援は通所支援ではないため、サービ

ス提供に当たっては、目の行き届かない状況にお

いて、本人や事業所への支援、関係機関との調整

等を効果的に行うことが必要です。このため、個

別支援計画の作成や評価等を適切に行えるよう、
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サービス管理責任者の配置体制を整える必要があ

ると考えており、当該規定に関してはお示しした

とおりとさせていただきます。 

就労移行支援事業等と一体的に行う就労定着

支援事業の場合は、就労移行支援事業等の常勤

配置の緩和をお願いしたい。 

同一事業所で一体的にサービスを行う就労移行

支援事業所等の職員が引き続き就労定着支援に従

事することを想定し、就労定着支援員の配置は常

勤換算方式としております。 

なお、就労移行支援事業等の人員配置基準につ

いては、現行においても６月以上の職場への定着

支援を実施することが就労移行支援事業所等の義

務等となっており、支援員の配置要件を緩和する

ことはサービスの質の担保という観点から望まし

くないことから、緩和はしないこととしています。 

毎月の訪問ではなく、利用開始後半年までは

月１回、半年～１年は３か月に１回以上、１年

以上２年未満は半年に１回以上など段階的な訪

問頻度がよいのではないか。 

就労定着支援に係る自立支援給付は、月単位で算

定されるものとなるため、支援を実施しない月に給

付費を支払うことはできません。このため、月１回

以上、利用者との対面により職場への定着のための

支援を行うことを基準としています。 

新規参入を広く認める趣旨からは、指定相談

支援事業者も参入できるようにすべきではない

か。 

就労定着支援は、就労移行支援等の利用を経て

一般企業へ就職した方に対し、職場への定着支援

を実施するものであることから、一般企業への移

行者のいる事業を実施主体として規定していま

す。指定相談支援事業者については、当該事業所

が主体的に支援した場合において、一般企業へ就

職することが想定されないため、実施主体に含め

ることとはしていません。 

実施主体が過去３年間において平均１人以上

雇用とあるが、このカウントは就労した者か、

それとも定着６か月以上の者か。 

雇用された者の人数とします。 

（３）自立生活援助関係 

 新たな支援のリソースとして自立生活援助に

期待しているが、一方で、25：１という人員基

準及び週１回の訪問、常時の連絡体制の確保と

いう運営基準では、支援員の負担が重いのでは

ないかという懸念がある。 

 地域生活支援員にかかる人員基準は「事業所ご

とに１以上」としており、利用者 25人に１人とい

う配置は、想定される業務量を基にした標準的な

目安としてお示ししたものです。 

 また、利用者の居宅を訪問する回数は「おおむ

ね週に１回以上」としており、回数を一律に定め

ているものではありません。 
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 常時の連絡体制の確保については、自立生活援

助の目的を踏まえると、必要な基準であると考え

ています。 

新規参入を広く認める趣旨からは、指定生活

介護事業所、指定自立訓練 （機能訓練）事業所、

指定自立生活訓練 （生活訓練）事業所、指定就

労移行支援事業所、指定就労継続Ａ型又は指定

就労継続支援Ｂ型事業所なども参入できるよう

にするべきではないか。 

 利用者の居宅を定期訪問する自立生活援助の実

施主体に関しては、自立生活援助の目的や利用者

の居住の場の変化等を勘案した内容となっていま

す。指定生活介護事業所等については、通所型の

サービスであり、基本的に利用者の居宅訪問等を

行うものではないため、対象外と整理しています。 

（４）日中サービス支援型指定共同生活援助関係 

グループホームであるにも関わらず、定員 20

人は多すぎる。この定員では小規模な施設にな

りかねないので、地域の中で暮らすための住居

として機能するような定員設定にしてほしい。 

指定共同生活援助の新たな類型である日中サー

ビス支援型指定共同生活援助は、一つの建物に複

数の共同生活住居を設けることを認めています

が、障害者の住まいの場としての特性を従来どお

り維持するため、共同生活住居の定員は現行どお

り 10人以下としています。 

地域生活支援員の配置基準の人数が少ない。

障害支援区分ごとの配置基準の人数をもう少し

増やしてほしい。 

共同生活援助における生活支援員の配置基準

は、障害支援区分ごとに設定されているものであ

り、共同生活援助の類型の差異により生活支援員

の配置人数を変えるものではないことから、新た

な類型である日中サービス支援型指定共同生活援

助についても、他の指定共同生活援助と同様の基

準としています。 

日中活動までグループホーム内で行うと、同

じ住居ですべてが完結することになり、閉鎖的

な環境となるため、地域移行と逆行するのでは

ないか。 

 新たな類型である日中サービス支援型指定共同

生活援助は、重度化・高齢化のために日中活動サ

ービス事業所に通うことができない利用者が、地

域生活を継続できるようにするための仕組みであ

ると考えています。 

なお、利用者が共同生活住居で過ごす時間が従

来よりも長くなることが想定されることから、利

用者のニーズに応じた適正な支援が提供されるよ

う、地方公共団体が設置する協議会等に対する報

告等を運営基準に設けるとともに、計画相談支援

における継続サービス利用支援（モニタリング）

を行う頻度を従来よりも高めることを検討してい

ます。 

協議の場の設置は、日中サービス支援型指定

共同生活援助の事業にのみ規定するのか。規定

 新たな類型である日中サービス支援型指定共同

生活援助は、利用者が共同生活住居で過ごす時間
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するのであれば、具体的な実施方法を施行時に

示してほしい。 

が従来よりも長くなることが想定されることか

ら、利用者のニーズに応じた適正な支援が提供さ

れるよう、地方公共団体が設置する協議会等に対

する報告等を運営基準に設けることとしていま

す。具体的な方法等については、別途お示しした

いと考えています。 

なぜ「日中サービス支援型指定共同生活援助」

という名称になったのか。これだと日中活動に

通わない障害者のみ対象とされるように読める

ため、「重度対応型指定共同生活援助」という名

称にしてほしい。 

「日中サービス支援型指定共同生活援助」の名

称については、障害支援区分によらず指定共同生

活援助が利用できるサービスであること等を勘案

したものです。 

なお、日中サービス支援型指定共同生活援助で

は、重度化・高齢化のために日中活動サービス事

業所に通うことができない利用者に対して常時の

支援を提供することとしています。 

生活介護や就労継続支援Ｂ型のような日中サ

ービス利用者や、一般就労している利用者は、

日中サービス支援型共同生活援助を利用できる

のか。 

日中サービス支援型指定共同生活援助は、利用

者の重度化・高齢化に対応するため、指定共同生

活援助の新たな類型として創設するものですが、

日中活動サービス事業所に通う障害者や一般就労

している障害者が利用することも可能です。 

日中サービス支援型指定共同生活援助につい

て、指定短期入所の義務化は行わないでほしい。 

 日中サービス支援型指定共同生活援助は、利用

者の重度化・高齢化に対応するため、共同生活援

助の新たな類型として創設するものですが、それ

ぞれの地域における緊急一時的な宿泊の場を提供

する役割も担っていただきたいと考えていること

から、日中サービス支援型指定共同生活援助と同

時に短期入所を行うことを必須としているところ

です。 

利用者が日中も生活することを考えると、従

来よりも広い居室面積等を基準とするべきであ

る。 

日中サービス支援型指定共同生活援助は、あく

まで共同生活援助の一類型であることから、既存

の指定共同生活援助を超える設備基準を設けるこ

とは、適当ではないと考えております。 

（５）その他 

グループホームでの個人単位で居宅介護等を

対応する場合の特例を、経過措置の延長という

形ではなく恒久化してほしい。 

個人単位での居宅介護等の利用の特例について

は、新たな類型である日中サービス支援型指定共

同生活援助の施行状況等を踏まえ、今後の在り方

を検討する必要があることから、今回の改正にお

いては期間を延長することとしています。 
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２．障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談

支援の事業の人員及び運営に関する基準関係 

ご意見の内容 ご意見等に対する考え方 

現状でも経営困難な事業所が多数ある中で、

利用者 35人に対して相談支援専門員１人と標準

とする今回の改正は厳しすぎるのではないか。 

「利用者 35人に対して相談支援専門員 1人」と

は、1 人の相談支援専門員が 1 月に実施するサー

ビス利用支援及び継続サービス利用支援の数（指

定障害児相談支援事業所の指定も併せて受けてい

る事業所については、障害児支援利用援助及び継

続障害児支援利用援助の数も含みます。）が 35件

であることを指しています。 

 なお、本規定はあくまで標準担当件数を定める

ものであること、また 35件のカウント方法も前 6

月の平均とすることから、35件を超えてもただち

に指定基準違反となるものではありませんが、35

件を大幅に超えることが常態化する場合は、相談

支援の質を確保するため、自治体等とも連携しな

がら、速やかに解消されるよう取り組む必要があ

ると考えています。 

地域によっては、相談支援専門員が 35人を大

きく超える利用者を担当しているケースがある

ので、そうした場合でも指定取消し等にならな

いよう、経過措置を設ける等の配慮をしてほし

い。 

標準利用者数の 35人とは、サービス等利用計

画作成のみでカウントするか、それともモニタ

リングも含めてカウントするのか。 

標準利用者数の 35人とは、１月にできる請求

件数か、それとも相談支援専門員が持つ担当者

数なのか。また、障害児もカウントするのか。 

家族、利用者の高齢化とともに、家での生活

が難しくなり仕方なくショートステイの長期利

用をするケースが増えている。ショートステイ

を短期利用に限りたいのであれば、重度の人も

安心に生活できる場の整備もきちんと進めてほ

しい。今回の改正により、短期入所を利用して

いる障害者が住む場所を失うことのないように

してほしい。 

 地域が抱える課題に向き合い、地域で障害者や

その家族が安心して生活するため、地域生活支援

拠点等の整備を促進し、その機能の充実・強化を

更に進めるとともに、生活の場であるグループホ

ームの整備等を進めてまいります。 

 なお、「介護者が急病や事故により、長期間入

院することとなった場合等」のやむを得ない事情

がある場合においては、自治体の判断に応じて、

例外的にこの日数を超えることを認めても差し支

えないこととすることを考えています。 

※その他の省令については、特段ご意見がございませんでした。 
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事 務 連 絡  

平成 30 年３月 14 日  

 

 

各 都道府県労働局職業安定部 御中 

 

都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉担当課 御中 

  中 核 市  

 

 

厚生労働省 職業安定局雇用開発部障害者雇用対策課 

社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

障害者就業・生活支援センターと就労定着支援事業所の関係について 

 

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の

一部を改正する法律（平成 28 年法律第 65 号）に基づき、平成 30 年４月から就労定

着支援が新たに実施されます。 

この就労定着支援は、生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援（以

下「就労移行支援等」という。）の利用を経て、通常の事業所に新たに雇用された

障害者に対して、就労移行支援等が行う６月の職場定着支援の期間を経過した後、

引き続き障害者の職場への定着及び就労の継続を図るために、就労定着支援事業所

が企業、障害福祉サービス事業者、医療機関等との連絡調整や雇用に伴い生じる日

常生活及び社会生活を営む上での課題解決に向けて必要な支援を最大３年間行う障

害福祉サービスです。 

障害福祉サービスとして実施する就労定着支援は、障害者の雇用の促進等に関す

る法律（以下「障害者雇用促進法」という。）第 27 条に規定される障害者就業・生

活支援センター（以下「支援センター」という。）が従前より実施している障害者

の就業面及び生活面に関する一体的な支援と機能が重複することから、下記のとお

り、支援センターと就労定着支援事業所の関係を整理しました。 

労働局及び都道府県においては所管する支援センターに周知を図り利用者、事業

主への支援が適切・円滑に行われるよう特段のご配慮をお願いします。 

 

記 
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１ 就労定着支援の利用期間中における支援センターと就労定着支援事業所の関係

についての基本的な考え方 

就労定着支援の利用期間中は、利用者が雇用されることに伴い生じる日常生活

又は社会生活を営む上での各般の問題に関する相談、指導及び助言等の支援を就

労定着支援事業所が主体的に支援を行う。 

ただし、就労定着支援の実施に当たっては、関係機関との連絡調整及び連携を

行うこととしていることから、下記２の場合については、就労定着支援事業所が

個別実施計画に位置づけた上で支援センターの協力を得ることを妨げない。 

 

２ 就労定着支援事業所が支援センターの協力を得ることが可能な場合 

以下の（１）から（３）の場合には、就労定着支援事業所がその利用者の支援

のために、支援センターの協力を得ることを妨げない。 

（１）利用者及び事業主への対応に係る助言・援助 

就労定着支援事業者が、就労定着支援の提供にあたり、広範囲にわたる障害

特性（精神障害、発達障害、高次脳機能障害等）の理解や企業に対する支援ノ

ウハウ（職務遂行能力向上、職務再設計、雇用管理上の助言等）について十分

に習得していないため、支援センターのノウハウが必要である場合、その他、

自立支援協議会で協議した結果、支援センターからのノウハウ提供が必要と認

められた場合には、就労定着支援事業者から支援センターに利用者や事業主の

情報を連絡し、必要な助言・援助を求めること。 

（２）チーム支援における連携 

利用者が、ハローワークが実施するチーム支援の対象となっており、当該就

労定着支援事業者と支援センターが構成員となっている場合には、利用者及び

事業主に対して連携して支援すること。 

（３）集団による交流機会等への参加 

支援センターが実施する在職者の交流会や勉強会、レクリエーション等の集

団プログラムであって、利用者にとって参加することが職場定着を図る上で有

効であるが、就労定着支援事業者が同様のプログラムを提供できない場合に、

支援センターの集団プログラムに就労定着支援の利用者を参加させること。 

 

３ 就労定着支援の利用期間終了後に利用者を支援センターに引き継ぐ場合の留意

点 

就労定着支援の最大３年間の支援期間終了後においても、就労定着支援事業所

自らの判断により、利用者の希望に応じて支援を継続することは妨げるものでは

ない。 

ただし、就労定着支援事業所がその支援を終了して支援センターに引き継ぐ場

合には、支援終了前から利用者が抱える課題や支援を行う上で必要な情報を本人

の理解を得た上で支援センターに伝達するとともに、引き継ぎの頻度や方法等（利
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用者や事業主との面談に支援センターが同席する等）を工夫し、必要な支援が切

れ目なく継続するように留意する。 

なお、就労定着支援事業所は、支援を終了した後にも、支援センターから職場

定着のために必要な支援の協力を求められた際には協力に努めることとする。 
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・遅刻や欠勤の増加
・身だしなみの乱れ
・薬の飲み忘れ
・正確な作業遂行
・職場でのコミュニケーション 等

企業等

就労定着支援

就労移行支援事業所
就労継続支援事業所（Ａ、Ｂ）

生活介護
自立訓練

働く障害者

・ 障害者就業・生活支援センター
・ 医療機関
・ 社会福祉協議会 等

②連絡調整

関係機関

②
連
絡
調
整

一般就労へ移行

就労に伴い生じる日常生活及び社会生活を
営む上での各般の問題に関する相談、指導

及び助言その他の必要な支援

①
相
談
に
よ
る

課
題
把
握

就労定着支援事業所
＜支援員＝40：1（常勤換算）＞
＜サービス管理責任者＝６０：１＞

③
必
要
な
支
援

○ 就労移行支援、就労継続支援、生活介護、
自立訓練の利用を経て一般就労へ移行し
た障害者で、就労に伴う環境変化により生
活面・就業面の課題が生じている者

○ 一般就労後６月を経過した者

対象者

○障害者との相談を通じて日常生活面及び社会生活面の課題を把握するとともに、企業や関係機
関等との連絡調整やそれに伴う課題解決に向けて必要となる支援を実施。

※利用者の自宅・企業等を訪問することにより、月１回以上は障害者との対面支援を行うとともに、
月１回以上は企業訪問を行うよう努めることとする。
○利用期間は３年を上限とし、経過後は必要に応じて障害者就業・生活支援センター等へ引き継ぐ。

支援内容

○ 就労移行支援等を利用し、一般就労に移行した障害者の就労に伴う日常生活及び社会生活上の支援ニーズに対応できるよ

う、事業所・家族との連絡調整等の支援を一定の期間（最大３年間）にわたり行うサービス（「就労定着支援」）を新たに創設する。

2012733gy
20



2012733gy
ページ

2012733gy
空白

2012733gy
資料7



2012733gy
pe-zi

2012733gy
空白



2012733gy
3

2012733gy
空白



2012733gy
4

2012733gy
空白



2012733gy
5



2012733gy
6



2012733gy
7



2012733gy
8



2012733gy
9



2012733gy
10



2012733gy
11

2012733gy
空白



2012733gy
12

2012733gy
空白



2012733gy
13

2012733gy
空白



2012733gy
14

2012733gy
空白



2012733gy
15

2012733gy
空白



2012733gy
16

2012733gy
空白



2012733gy
17

2012733gy
空白



2012733gy
18

2012733gy
空白



2012733gy
19

2012733gy
空白



2012733gy
20

2012733gy
空白



2012733gy
21

2012733gy
空白



2012733gy
22

2012733gy
空白



2012733gy
23

2012733gy
空白



2012733gy
24

2012733gy
空白



2012733gy
25

2012733gy
空白



2012733gy
26

2012733gy
空白



2012733gy
27

2012733gy
空白



2012733gy
28

2012733gy
空白



2012733gy
29

2012733gy
空白



2012733gy
30

2012733gy
空白



2012733gy
31

2012733gy
空白



2012733gy
32

2012733gy
空白



2012733gy
33

2012733gy
空白



2012733gy
34

2012733gy
空白



2012733gy
35

2012733gy
空白



2012733gy
36

2012733gy
空白



2012733gy
37

2012733gy
空白


